
地方の道路整備予算の確保に関する意見書

道路は、活力ある地域社会の形成はもとより、住民にとって生活を支え、命の基

盤となる、優先的に整備されるべき最も重要な社会資本である。

特に、本県においては、道路交通への依存度が極めて高いにもかかわらず、高規

格幹線道路の供用率が４２％と全国の６８％に比べ極めて低い水準にあるなど道路

の整備が立ち遅れている。

また、昨年度の道路特定財源の一般財源化により、地方への補助金・交付金は前

年度並みとなったものの国の直轄事業予算は大幅な削減となっており、今後の整備

の進捗が心配されることとなった。

都市と地方の地域間格差が拡大している中にあって、地方が自立し、都市と地方

が一体となって発展していくためには、高速道路をはじめとした道路網の整備が必

要である。

よって、国においては、本県のように著しく遅れた地方の道路整備が着実に行わ

れるための予算を十分に確保されるよう強く要望する。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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